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社会保険労務士法人 Ｄ・プロデュースが毎月お送りしています 

ブログも更新中！是非ご覧ください！      

http://d-produce.net/ 
Facebook https://www.facebook.com/d.produce 

 

 

 

 

ご連絡先： 〒231-0012 

 神奈川県横浜市中区相生町 1-15 第二東商ビル 6F 

 TEL：045-226-5482  FAX：045-226-5483 

 E-Mail：info@d-produce.com        

HP：https://www.d-produce.com 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

新型コロナウイルス感染拡大防止に向け

た職場における対応 

 

新型コロナウイルス感染症の大規模な感染の

拡大防止に向けて、厚生労働省から労使団体

に向けた要請が出されました（「新型コロナウイ

ルス感染症の大規模な感染拡大防止に向けた

職場における対応について（要請）」令和２年３

月 31日）。以下に、その内容を紹介します。ま

た、これには「職場における新型コロナウイルス

感染症の拡大を防止するためのチェックリスト」

が参考資料として添付されていますので、ぜひ

活用するとよいでしょう。 

 

◆職場内での感染防止行動の徹底 

感染拡大防止には、換気の悪い密閉空間、

多くの人が密集、近距離での会話の３つの条件

が同時に重なる場を避けることが重要であり、職

場においては次の対策が求められます。 

・換気の徹底等……職場の建物の窓が開閉可

能な場合は、１時間に２回程度、窓を全開して

換気を行うこと。 

・接触感染の防止……電話、パソコン、フリーア

ドレスのデスク等については複数人での共用

をできる限り回避すること。物品・機器等につ

いて、こまめに消毒を実施すること。 

・飛沫感染の防止……テレビ会議、電話、電子

メール等の活用により、人が集まる形での会

議等をできる限り回避すること。社員食堂での

感染防止のため、座席数を減らす、昼休み等

の休憩時間に幅を持たせて利用者の集中を

避ける等の措置を講じること。疲労の蓄積（易

感染性）につながるおそれがある長時間の時

間外労働等を避けること。 

・通勤・外勤に関する感染防止行動の徹底……

出社・帰宅時、飲食前の手洗いや手指のアル

コール消毒を徹底すること。時差通勤のほ

か、可能な場合には自転車通勤、徒歩通勤な

ど公共機関を利用しない方法の積極的な活

用を図ること。 

・職場や通勤・外勤での感染防止のための在宅

勤務・テレワークを活用すること。 

 

◆風邪症状を呈する社員への対応 

発熱、咳などの風邪症状がみられる社員（風

邪の症状や 37.5℃以上の発熱が４日以上続い

ている場合など）については、新型コロナウイル

スに感染している可能性を考えた労務管理をす

ることとし、具体的には、出勤免除（テレワークの

指示を含む）を実施するとともに、その間の外出

自粛を勧奨するなど、「出勤しない・させない」の

徹底を全員に求めること。 

特に、高齢者や、基礎疾患がある方、免疫抑

制状態にある方、妊娠している方についての配

慮が求められます。 

 

◆新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発

生した場合の対応 

社員が陽性者等であると判明した場合、速や

かに会社へ電話・メール等により報告すること

（報告先の部署・担当者、報告のあった情報を

取り扱う担当者の範囲等）、社員が陽性者等に

なったことをもって、解雇その他の不利益な取扱

いや差別等を受けることはないこと、必要に応
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じ、休業や賃金の取扱いなどに関することなどに

ついての対応ルール等を決め、社員に周知しま

す。 

【厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の大

規模な感染拡大防止に向けた職場における対

応について労使団体に要請しました」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10631

.html 

 

 

改正健康増進法が全面施行  

喫煙ルールがどう変わったのか？ 

 

◆オフィスを含む多くの施設が「屋内原則禁煙」

に 

４月１日から改正健康増進法が全面施行され、

望まない受動喫煙を防止するための喫煙ルー

ルが大きく変わりました。同法により、2019 年７

月に学校や病院、児童福祉施設、行政機関等

での「原則敷地内禁煙」が始まっていましたが、

全面施行により、多くの施設が「屋内原則禁煙」

になりました。 

ただ、オフィスや飲食店等は、喫煙専用室と

加熱式タバコ専用喫煙室の設置が認められて

います。また、加熱式タバコ専用喫煙室では、経

過措置として、飲食等を行うことが可能となって

います。施設に喫煙室を設置する際には、指定

された標識の設置が義務付けられています。紛

らわしい標識の掲示、標識の汚損等は禁止と

なっています。 

また、20 歳未満の人（従業員を含む）は、たと

え喫煙を目的としない場合であっても、喫煙エリ

アへの立入りは禁止となります。 

改正健康増進法では、施設の管理権原者（管

理者）にこれらの行為の禁止が義務付けられて

います。違反した場合は、都道府県記事からの

指導、勧告、命令が行われ、悪質な場合には企

業名の公表や罰金が科せられることもあります。 

 

◆その他留意すべき点 

以上の措置が改定健康増進法において定め

られていますが、本法とは別に、各自治体個別

の細かなルールが受動喫煙防止条例として制

定されているので確認が必要です。 

また、労働安全衛生法においては、事業者に

対して屋内における労働者の受動喫煙を防止

するための努力義務を課しています。これらの

法律の規定により事業者が実施すべき事項をま

とめたガイドラインが策定されています。詳細に

ついては、以下をご確認ください。 

【厚生労働省「職場における受動喫煙防止のた

めのガイドライン」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000524718

.pdf 

 

◆新型コロナウイルスとの関係 

呼吸器系、肺の専門家等からなる国際結核

肺疾患連合は、喫煙者が新型コロナウイルスに

感染すると、非喫煙者よりも重症化したり、死亡

するリスクが高いことを指摘し、たばこ会社に対

して製品の製造と販売停止を呼びかけました。 

また、日本禁煙学会は、喫煙室は人が密集し、

密閉空間であることから、濃厚接触の場となる

おそれがあることをホームページに掲載し、すべ

ての喫煙所、喫煙室の閉鎖を呼びかけています。 

喫煙のリスクや喫煙場所の大幅縮小によって、

喫煙者の禁煙を始めるきっかけになるかもしれ

ません。 

 

 

新型コロナウイルス感染症による雇用調

整助成金の特例措置拡大について（４月

13日時点） 

 

◆対象労働者・対象業種を拡大 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による

休業要請や営業自粛が広がり、雇用調整助成

金の活用を検討する事業者が増えています。 

厚生労働省では、４月１日から６月 30 日まで

の間の休業等について、雇用保険被保険者で

ないパート、アルバイト等週当たりの労働時間が

20 時間未満の労働者、４月入社で１日も出社し

ていない新入社員の休業等も対象としていま

す。また、風俗関連事業者の休業等も対象とし

ています。 
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◆解雇なしで９／10、解雇ありは４／５の助成 

助成率が引き上げられ、解雇等を行わない中

小企業の場合は９／10（従前は２／３）、大企業

でも３／４（従前は１/２）となっています（解雇等

を行った場合は、中小企業４／５、大企業３／

４）。 

 

◆自動計算機能付き様式、記載事項・添付書

類の省略等により手続きを簡素化 

休業等実施計画届等の事後提出が認められ

ているだけでなく、支給申請書に自動計算機能

が組み込まれ、記載事項が大幅に削減されてい

ます。 

また、添付書類の労働保険料に関する書類

が不要となったり、休業・教育訓練の実績に関

する書類として手書きのシフト表や給与明細の

写しでもＯＫとされたりするなど、手続きが簡素

化されています。 

 

◆教育訓練は自宅等でのｅ－ラーニングもＯＫ 

教育訓練を実施した場合の助成率も上記と

同率まで引き上げられ、通常 1,200 円の加算額

が中小企業は 2,400 円、大企業で 1,800 円へ

と引き上げられています。 

この教育訓練として、職業、職務の種類を問

わず、一定の知識・ノウハウを身に付けるもの

（接遇・マナー、パワハラ・セクハラ、メンタルヘル

ス）も対象とされます。訓練方法も、一定程度の

技能、実務経験、経歴のある者が講師として行

う場合は、自宅等でインターネット等を用いた片

方向・双方向で実施する訓練も対象とされます。 

 

◆小学校休業等対応助成金も６月 30 日まで延

長 

なお、小学校等の休校により子どもの世話を

行う労働者に年次有給休暇以外の有給休暇

（賃金全額支給）を取得させた事業主に、賃金

相当額の全額を支給する本助成金も、６月 30

日まで延長されています。 

 

今回の感染症が経済に与える影響は深刻か

つ長期化する可能性が高いと思われますが、休

業等による雇用の維持を図らず、労使関係が悪

化して、終息した時に従業員が残っていないな

どとなれば、事業を再開し業績を回復させること

もできません。 

助成金を活用した雇用の維持をぜひご検討

のうえ、社会保険労務士にご相談ください。 

 

 

5 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

15 日 

○ 特別農業所得者の承認申請［税務署］ 

 

6 月 1 日 

○ 軽自動車税の納付［市区町村］ 

○ 自動車税の納付［都道府県］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞ 

○ ［公共職業安定所］ 

○ 確定申告税額の延納届出額の納付［税務

署］ 

 

編集後記 

拝啓 新緑の眩しい季節となりました。皆様

いかがお過ごしでしょうか。 

Ｄプロデュース武市です。 

 

 まだまだコロナ関連で騒がしい世の中ですし、

今後の私たちの生活様式も見直しを考えされら
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れる分岐点なのかなと日々感じております。事

業の継続の仕方を再考されている会社様もある

かとも思います。弊社も政府の推奨するテレ

ワーク導入などの検討をする貴重な機会ともな

りました。 

しかし弊社も含めて、中小企業でのテレワーク

導入は設備課題が多くなかなか難しいことが浮

き彫りになるとともに、ヒトもすべてパソコンの画

面で完結することに不慣れなことがよくわかりま

した。私が昭和世代なのか、まだまだ紙文化か

ら抜け出せず、ペーパーレスにはほど遠い状態

でした。ヒトの意識改革も大切だなと実感いたし

ました。 

 なにかと制約の多く息苦しい期間でもあります

が、良いこともありました。ジムが閉鎖のため

ウォーキングを始めたところ、ジムに行かなくて

は行けない、という妙なプレッシャーが無くなり、

むしろ外を歩くことが楽しいと感じている日々で

す。近所でも今まで知らない道を歩いてみたり、

夜電車の駅を 3 駅くらい歩いてみたりは自分に

とって良いストレス解消になることを発見いたし

ました。 

 

 皆様におかれましても、季節の変わり目でもあ

ります。 

ますますご自愛いただき心穏やかに過ごせます

よう祈念しております。 

  

敬具 

  

 


